
1

東日本

重要通信確保に伴う通信の現状

平成１９年１１月２２日

東日本電信電話株式会社

資料１－４
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東日本

火災防護

・高所選定（２００年降雨確率）

・水防、防潮、豪雪対策
・風圧設計
・長時間停電対策 等

耐震性（ビル内設備）

水防板
（防水対策）

・震度７では一部軽微な損傷を受ける
が早期に機能回復可能

・難燃化、不燃化
・防火区画化
・油流入防止堰等

風水害防護

・震度７では損傷を受けるが壊滅的
な被災は回避

Ｎ Ｔ Ｔ 通 信 設 備 の 耐 災 性

耐震性（とう道、ビル）

架空ケーブル
電 柱

管 路

マンホール

地下ケーブル

交換機

伝送装置
中継回線

とう道

無線装置

立 坑

予備電池

予備発電機

電源装置

中継所
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東日本

ＮＴＴ東日本ﾈｯﾄﾜｰｸｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀ

■ 全国ネットワークコントロール
・全国ＮＷ運行統制、全国ＮＷトラヒックコントロール

■ ネットワークオペレーション
・東日本ＮＷ系設備監視、アクセス系ＮＷ設備監視、制御、災害対策、オンサイト支援 等

●

埼 玉

24時間監視・制御

東日本NWｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀ

■

西日本
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｾﾝﾀ

●

北陸
先進ビジネス

センタ

●：全国ﾈｯﾄﾜｰｸｺﾝﾄﾛｰﾙ業務
■：ﾈｯﾄﾜｰｸｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ業務

■

□

北海道
オンサイト

サポートセンタ

東北
オンサイト

サポートセンタ

信越
オンサイト

サポートセンタ

□

□

（□：バックアップ）
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東日本
■兵庫県南部地震時の通信状況(全国から神戸への通信状況) 

平成平成77年年11月月1717日日

55：：4646 地震発生地震発生

設備容量
２００

４００

６００

８００

4：00 8：00 12：00 16：00 20：00 0：00 4：00 8：00 12：00 16：00 20：00 0：00 4：00 8：00

●地震発生直後では瞬間的に平常日の
最大５０倍となった。

●輻輳は地震発生後、連続5日間続いた

全国 ⇒ 神戸全国 ⇒ 神戸
地震発生時
平常日

凡 例
呼数(万)

平
常
時
の
約
５0
倍

（平常時のレベル）

平
常
時
の
約
７
倍

■新潟県中越地震時の通信状況(全国から新潟への通信状況) 

18:00 12:00 18:000:00 6:00 12:00 18:000:00 6:00
10月23日（土） 10月24日（日） 10月25日（月）

平
常
時
の
約
５0
倍

全国 ⇒ 新潟全国 ⇒ 新潟 ●地震発生直後では瞬間的に平常日の
最大５０倍となった。

●輻輳は地震発生後、約6時間続いた

平成平成1616年年1010月月2323日日

55：：5656 地震発生地震発生

災害発生時の通信トラヒック

１月17日（火） １月18日（水） １月19日（木）

設備容量

（平常時のレベル）

２

４

６

８

呼数(万)

１０
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東日本

重 要 通 信 の 定 義

【電気通信事業法（第８条）】 抜粋

非常事態が発生または発生する恐れがあるときは、災害の予防・救援・交通･通信若しくは電力の供給または秩序の
維持のために必要な事項を内容とする通信を優先的に取り扱わなければならない。

■ 災害時の通信制御時にも優先的に接続を行う 『災害時優先電話』 （優先呼） と
110,119,118をダイヤルする 『緊急通報』 （緊急呼） の２つが重要通信とされている。

■ 優先呼と緊急通報は、それぞれ発信者限定／非限定の差により識別メカニズムは異なる。

【施行規則（第５５条；緊急に行うことを要する通信）】

・気象庁、水防機関、消防機関、災害救助機関、秩序の維持
に直接関係がある機関、通信役務機関、電力供給機関、水道
供給機関、ガス供給機関、選挙管理機関、新聞社等の機関、
金融機関、その他の重要通信を取り扱う国又は地方公共機関

災害時優先電話災害時優先電話 緊 急 通 報緊 急 通 報

【施行規則（第１４条；基礎的電気通信役務の範囲）】 （略）
【設備規則（第３５条の２；緊急通報を扱う事業用電気通信回線設備）】

警察機関、海上保安機関、消防機関を扱う事業用電気通信
回線設備については、次項に適合するものでなければならない。
・緊急通報を発信を管轄する警察機関等に接続すること

・上記機関の概ね１割を目途に災害時優先電話を提供

・予め災害時優先電話として登録 発信者限定

対象

＝

・警察機関 （１１０番）
・消防機関 （１１９番）
・海上保安機関 （１１８番）

対象

発信者が不特定
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東日本

■ 災害発生時など通信の制御に遭遇した際は、一般電話の通信を一部制限し優先電話の疎通を確保

災害時優先電話の仕組み①（通信の制御）

【 平 時 】

平
常
日
最
繁
量

規
制
呼

通
信
を
運
ぶ
呼

：災害時優先電話

：一般電話

災害時
優先電話

一
般
電
話

【災害発生時】

通
信
量
（
ト
ラ
ヒ
ッ
ク
）

一
般
電
話

災害時優先電話からの発信

通
信
制
御
（
規
制
）

一
般
電
話
か
ら
の
発
信

規制

接続

通信の制御一
般
電
話
か
ら
の
発
信

災害時
優先電話

からの発信
災害時

優先電話

音声
ガイダンス
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東日本

災害時優先電話の仕組み②（災害発生時の通信の制御）

加入者交換機

加入者交換機 加入者交換機被災地外被災地外

災害時
優先電話

一般電話

中継交換機

××制制 御御

中継交換機

／一般（着信）

通過 通過
××制制 御御

交換機間を接続する回線

問 合 せ 呼 等 の 集 中

被災地被災地

通過

■ 災害発生後、安否を問い合わせる通話などが急増し、被災地等への電話がつながりにくい状況
（ふくそう）となる

■ 重要通信を確保するため、災害時優先電話（公衆電話を含む）を除き、一般電話の通信制御を行う

関門交換機

××制制 御御 他事業者網
（携帯含む）

通過 災害時
優先電話

災害時
優先電話

一般電話災害時
優先電話
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東日本

■ 災害時優先電話には「優先電話」表示が設定され、事業者間で表示が引き継がれる

災害時優先電話の仕組み③（優先扱いの引継ぎ）

発 信 側

一般電話

公衆電話

災害時
優先電話

NTT
加入者交換機

固定事業者

災害時
優先電話

災害時
優先電話

携帯事業者

NTT
関門交換機

他事業者網

携帯
交換機

交換機

着信側（NTTの場合)

他事業者網 NTT
関門交換機交換機

NTT
加入者交換機

一般電話

災害時
優先電話

一般電話
優

・
優
先
的
に
接
続

・
優
先
電
話
表
示
の
引
継
ぎ

◆優先電話（災害時優先電話、公衆電話）の場合◆

●発信側交換機で「優先電話」表示を設定

●「優先電話」表示は、通信網内で引き継ぐ（事業者間含む）

優

優

優

「
優
先
電
話
」

表
示
の
設
定

災害時などふくそう発生時は、災害時優先電話・公衆電話を
優先的に接続処理を行う。

優

優
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東日本

■ 緊急通報呼（110,119,118）は、発信者が収容される加入者交換機において受付台電話番号に変換
■ 「緊急通報呼表示」を付加し、通信網内は優先されて接続される

緊急通報の仕組み（PSTN）

中継交換機

関門交換機

加入者交換機 ＰＢＸ 受付台

他事業者網
（固定）

他事業者網
（携帯電話）

１１０（警察）
１１９（消防）
１１８（海保）

へ発信

「緊急通報呼」表示を付加

＜通報受付＞

警察・消防・海上保安庁

交換機交換機
※

※ＮＴＴひかり電話網も
同様の扱い

ダイヤル番号から
緊急呼を認識して
優先的に接続

一般番号へ発信

優先扱いで接続

加入者交換機

×
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東日本

緊急通報の仕組み（ひかり電話）

ひかり電話
対応機器

ユーザ
収容装置

電話網

関門
交換機

加入者
交換機

制御装置

ひかり電話網

指令台

ユーザ
収容装置

■ ”優先表示”を情報設定し、電話網内でも優先的に接続

ダイヤル番号から
緊急呼を認識して
優先的に接続

×

緊急通報発信
（110,119,118番へダイヤル）

一般番号へ発信

優先扱いで接続
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東日本

安 否 確 認 ツ ー ル

伝言サーバーⅰ モ ー ド * 等 に よ る
伝言（安否）登録

ⅰモード*等による
伝言（安否）閲覧

各社携帯電話網 伝言サーバー

伝言サーバー

【ＮＴＴドコモの場合】
伝言容量：５千万メール（テキスト）
伝言保持：７２時間

携帯電話番号（１１桁）で登録

*iモードは、ＮＴＴドコモのサービスです

伝言サーバー

各社携帯電話網
伝言サーバー

伝言サーバー

【ＮＴＴドコモの場合】
伝言容量：４千万メール（テキスト）
伝言保持：７２時間

固 定 電 話 網
・・・・・・・
・

伝言蓄積装置 伝言蓄積装置

【伝言（安否）の登録】 【伝言（安否）の確認】

音 声 に よ る
伝言（安否）録音

音声による
伝言（安否）再生

固定電話番号（１０桁）で登録

（全国５０箇所）

伝言容量：最大８００万伝言
伝言保持：４８時間

災害用伝言ダイヤル

固 定 電 話 網

・・・・・・・・伝言蓄積装置 伝言蓄積装置

固定電話番号（１０桁）で登録

（全国５０箇所）

災害用伝言ダイヤル（１７１）

携帯電話番号（１１桁）で登録

携帯版災害用伝言板サービス

伝言サーバ

(web171)

テキスト
音声（ファイル貼付）
画像（ファイル貼付）

【Ａ避難所】
伝言容量：５億伝言（テキスト換算）
伝言保持：４８時間

【避難所以外】

Ｗｅｂによる
伝言（安否）確認

パソコン 等

イ ン タ ー ネ ッ ト

被災地内の固定電話番号で登録
（なお、携帯電話やＩＰ電話番号等も利用可能）

伝言サーバ

(web171)
Ｗｅｂによる

伝言（安否）登録

https://www.web171.jp

伝言容量：５億伝言（テキスト換算）
伝言保持：４８時間

災害用ブロードバンド伝言板（web171）

イ ン タ ー ネ ッ ト

被災地内の固定電話番号で登録
（携帯電話やＩＰ電話番号等も利用可能）

（参 考）
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東日本

小・中学校への特設公衆電話の事前設置

首都直下地震の発生を考慮し、予め東京都が指定する避難所の小・中学校
への特設公衆電話の事前設置の推進！

＜自治体負担＞学校構内の電柱設置費用
＜ ＮＴＴ負担 ＞特設公衆電話機の貸与、電話回線の事前敷設

平成17年度以前設置済み（４区）
【215校：1094回線】

平成18年度設置完了（１区）
【31校：155回線】

設置予定（10区）
【574校：2,544回線】

今後の提案予定
【1,246校：6,230回線】

文京区（37校・314回線）、荒川区（32校・172回線）
台東区（36校・173回線）、足立区（110校・435回線）

目黒区（31校・155回線）

千代田区（18校・90回線） 、新宿区（41校・123回線）
杉並区（67校・201回線） 、中野区（50校・150回線）
板橋区（77校・385回線） 、品川区（30校・150回線）
葛飾区（75校・375回線） 、江東区（66校・330回線）
墨田区（42校・210回線） 、江戸川区（106校・530回線）

中央区、港区、渋谷区、大田区、世田谷区
北区、豊島区、練馬区

多摩地区、川崎市

予算化に向け検討中（7区）
【542校：2,700回線】

平
成

年
度

19
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（参考） ＮＧＮの商用化開始とエリア展開（東西会社）

フレッツ
・ひかり電話

（ＩＰ系）
サービス

２００８（Ｈ２０）年度 ２００９（Ｈ２１）年度 ２０１０（Ｈ２２）年度

東京２３区、大阪０６エリア、
及び横浜市、川崎市、千葉市、
さいたま市へ展開

他の政令指定都市へ拡大

東京・大阪等の一部エリアで開始

県庁所在地級都市へ展開

２０１０年度末までには
現行の光アクセスサービス
提供エリア全域に拡大

イーサ
サービス

ユーザニーズに即応した
サービス展開

映
像
配
信

VOD/ 
多ﾁｬﾝﾈﾙ

地デジ
IP再送信※1

NGNの展開に合わせ提供※2

政令指定都市、県庁所在地等の
全国主要都市へ拡大

０７
(H19)

東京、大阪の一部

商
用
サ
ー
ビ
ス
開
始

※1 放送事業者様からの再送信同意を前提とする

NGNの展開・ユーザニーズ等を踏まえつつサービス展開東京、大阪

※2 既存ＩＰ網でも提供

■ 今年度内（３月）に東京・大阪等の一部エリアで商用化を開始
■ 来年度内に政令指定都市へ拡大、県庁所在地都市への展開を開始
■ 2010年度までに現行Ｂフレッツのサービスエリアまで拡大
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東日本

（参考） ＮＧＮの商用化開始時のネットワークサービス

：平成２０年３月目途 ：今後提供予定【凡例】

ＱｏＳサービスとして、高品質のひかり電話・テレビ電話及びマルチキャスト等のコンテンツ配信向けサービスを提供。
ベストエフォートサービス及びＱｏＳサービスの標準品質でのひかり電話・テレビ電話の通話料金は、従来と同程度の料
金水準。
上記以外のＱｏＳサービスについては、ご利用になりやすい料金となるよう検討中。（別途、公表）

ＱｏＳサービスとして、高品質のひかり電話・テレビ電話及びマルチキャスト等のコンテンツ配信向けサービスを提供。
ベストエフォートサービス及びＱｏＳサービスの標準品質でのひかり電話・テレビ電話の通話料金は、従来と同程度の料
金水準。
上記以外のＱｏＳサービスについては、ご利用になりやすい料金となるよう検討中。（別途、公表）

既存サービスサービス分類 NGNのネットワークサービス

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ

ＶＰＮ
（センタ‐エンド型、
ＣＵＧ型サービス）

QoS

0AB-J ＩＰ電話/
テレビ電話

光ブロードバンドサービス

QoS

戸建て向け （最大通信速度100Mbps）戸建て向け （最大通信速度100Mbps）

集合住宅向け （最大通信速度100Mbps）集合住宅向け （最大通信速度100Mbps）

事業所向け （最大通信速度1Gbps）事業所向け （最大通信速度1Gbps）

今後提供予定今後提供予定

ＶＰＮ（センタ‐エンド型、ＣＵＧ型サービス）ＶＰＮ（センタ‐エンド型、ＣＵＧ型サービス）

ひかり電話 （標準品質、高品質〔7KHz〕）ひかり電話 （標準品質、高品質〔7KHz〕）

テレビ電話 （標準品質、SD品質、ハイビジョン品質）テレビ電話 （標準品質、SD品質、ハイビジョン品質）

QoS

ﾍﾞｽﾄｴﾌｫｰﾄ

ユニキャスト （帯域確保）ユニキャスト （帯域確保）

マルチキャスト （帯域確保）※地デジIP再送信向けマルチキャスト （帯域確保）※地デジIP再送信向け

ユニキャストユニキャスト

マルチキャストマルチキャスト

コンテンツ
配信向け
サービス

イーサネットサービス イーサ （県内・県間とも）イーサ （県内・県間とも）

東・Bフレッツ

ハイパーファミリーハイパーファミリー

マンションマンション

ベーシック､ビジネスベーシック､ビジネス

（なし）

オフィス､ｸﾞﾙｰﾌﾟｱｸｾｽオフィス､ｸﾞﾙｰﾌﾟｱｸｾｽ

ひかり電話
（オフィスタイプ含む）
ひかり電話
（オフィスタイプ含む）

テレビ電話（標準品質）テレビ電話（標準品質）

（なし）

（なし）

ドットネットEXドットネットEX

ドットネットEXドットネットEX

ビジネスイーサ（県内）ビジネスイーサ（県内）

西・光プレミアム

ファミリーファミリー

マンションマンション

エンタープライズエンタープライズ

（なし）

オフィス､グループオフィス､グループ

ひかり電話
（オフィスタイプ含む）
ひかり電話
（オフィスタイプ含む）

テレビ電話（標準品質）テレビ電話（標準品質）

（なし）

（なし）

Ｖ６キャストＶ６キャスト

V６キャストV６キャスト

ビジネスイーサ（県内）ビジネスイーサ（県内）

今後提供予定（ビジネスタイプ）今後提供予定（ビジネスタイプ） 同 ビジネスタイプ同 ビジネスタイプ 同 ビジネスタイプ同 ビジネスタイプ

‐ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続
‐ＩＰｖ６通信機能を標準装備

New

New

New

New

２
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東日本

（参考） 光アクセスの純増数の推移（東西合計）

2008年度

（Ｈ20）
2009年度

（Ｈ21）
2010年度

（Ｈ22）
2006年度

（Ｈ18）
2007年度

（Ｈ19）
2005年度

（Ｈ17）
2004年度

（Ｈ16）

200万

400万

84万

947万
（計画）

1,000万

82万

175万

266万

340万
（計画）

（
契
約
数
）

（
純
増
数
）

166
万

342万

608万

約
1,0

00万
増

（0
8～

10
年

）

2,000万

：純増数

：契約数

約
800万

増

（0
5～07年

）
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東日本

（参考） Ｎ Ｇ Ｎ の ネ ッ ト ワ ー ク 概 要

ＳＩＰ
サーバ

収容
ルータ

網終端
装置

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
変換装置

収容
ルータ

収容
ルータ

収容
ルータ

収容
ルータ

中継
ルータ

他事業者
接続用ﾙｰﾀ

ＳＩＰ
サーバ

企業等
（ＶＰＮ）

ＣＰ等

網終端
装置

他事業者
接続用ﾙｰﾀ

中継
ルータ

ＩＳＰ 他事業者様網

ＩＧＳ

中継
ルータ

ｲﾝﾀﾌｪｰｽ
変換装置

ＩＰ電話、TV電話

収容
ルータ

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等

ｾﾝﾀ-ｴﾝﾄﾞ型ｻｰﾋﾞｽ等

ＩＳＰ接続

ＩＰ電話、TV電話等

UNI/SNIUNI

【凡例】

：既存設備

：新たな設備（高度化・大容量化）

NNI

NNI NNI

NNI

既存Ｂフレッツ
ユーザﾞ

新規Ｂフレッツ
ユーザﾞ

＝ ＝UNI UNI

ｺﾝﾃﾝﾂ配信等 IPｖ６ﾍﾞｽﾄ
ｴﾌｫｰﾄ

ＩＳＰ接続ｾﾝﾀ-ｴﾝﾄﾞ型
ｻｰﾋﾞｽ等

収容
ＳＷ

収容
ＳＷ

新規イーサ
ユーザﾞ

新規イーサ
ユーザﾞ

＝ UNI ＝ UNI

中継
ＳＷ

他事業者
接続用ＳＷ

他事業者様網

NNI

地域ＩＰ網 ひかり電話網

収容
ルータ

ＮＧＮ

※将来的にはＳＷ間の伝送は、ＩＰ
通信網を用いて行うことを検討

■ＮＴＴ東西のＮＧＮは、お客様に既存のＩＰ・ブロードバンドサービスをより安心して便利にご利用いただくとともに、より広帯域で品

質確保型の新サービスも追加的にご利用いただけるようにするために、既存のＩＰ通信網（地域ＩＰ網・ひかり電話網）を高度化・

大容量化していくものであり、既存のＰＳＴＮ網とは別に構築します。


